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○北杜市太陽光発電設備設置と自然環境の調和に関する条例 

 

令和元年７月３日 

条例第１号 

改正 令和３年９月２７日条例第１８号 

改正 令和５年３月２０日条例第１２号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、太陽光発電設備の設置に関し必要な事項を定めることにより、本市の有する豊か

な自然環境及び美しい景観並びに市民の安全・安心な生活環境の調和を図り、もって魅力ある地域社

会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）太陽光発電設備 太陽光を電気に変換する設備をいう。 

  （令３条例１８・全部改正） 

（２）事業 太陽光発電設備において電気を得る事業をいう。 

  （令３条例１８・全部改正） 

（３）事業者 事業を行おうとする者をいう。 

（４）事業区域 太陽光発電設備の用に供する土地であって、柵等の工作物の設置その他の方法により

当該土地以外の土地と区分された区域をいう。 

（５）事業計画 太陽光発電設備の設計、設置及び管理に関する計画をいう。 

（６）地域住民等 事業区域が所在する北杜市行政区長設置条例(平成 16 年北杜市条例第 8 号)に規定

する行政区の行政区長並びに事業区域の境界線からの水平距離が１００メートル以内の範囲に土

地又は建物を所有する者及び居住する者をいう。 

（７）建築物 建築基準法(昭和 25年法律第 201号)第２条第１号に規定する建築物をいう。 

 

（市の責務） 

第３条 市は、第１条の目的を達成するため、必要な措置を適切かつ円滑に講ずるものとする。 

 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、事業の実施に当たり、市の施策に協力するとともに、関係法令及びこの条例を遵守

し、自然環境、景観及び生活環境の調和並びに災害の防止のために事業区域を常時安全かつ良好な状

態に維持するとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、事業の実施に当たり、事業区域の周辺住民に事業の実施について理解を求め、地域との

調和を保つよう努めなければならない。 

 

（市民の責務） 

第５条 市民は、第１条の目的を達成するために、市の施策及びこの条例に定める手続の実施に協力す

るよう努めなければならない。 
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（適用対象） 

第６条 この条例の規定は、次の各号のいずれかに掲げる太陽光発電設備について適用する。ただし、

建築物の屋根又は屋上に太陽光発電設備を設置するものは、この限りでない。 

（１）発電出力１０キロワット以上又は太陽電池の合計出力１０キロワット以上の太陽光発電設備 

  （令３条例１８・一部改正） 

（２）前号に掲げるもののほか、当該事業を実施する事業区域が他の事業区域と近接していること等に

より、それらの事業の実施による複合的な影響が総体として同号に掲げる太陽光発電設備と同等以

上になるおそれがあるものとして規則で定める条件に該当する太陽光発電設備 

 

（特定区域） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに掲げる区域に該当すると認めるときは、規則で定めるところに

より、当該区域を太陽光発電設備の設置と自然環境及び景観並びに生活環境との調和が特に必要な区

域(以下「特定区域」という。)として指定することができる。 

（１）豊かな自然環境が保たれ、地域における貴重な資源として認められる区域 

（２）本市の有する魅力的な景観として良好な状態が保たれている区域 

（３）土砂災害その他自然災害が発生するおそれがある区域 

（４）その他市長が指定する区域 

２ 事業者は、前項に規定する特定区域内を事業区域とし、第９条第１項の規定による許可又は第１１

条第１項の規定による変更の許可を申請しようとするときは、事業計画について、次条第１項の標識

の設置に先立ち、市長と協議しなければならない。 

  （令３条例１８・一部改正） 

３ 市長は、必要があると認めるときは、特定区域を変更することができる。 

 

（地域住民等への周知） 

第８条 事業者は、次条第１項の規定による許可又は第１１条第１項の規定による変更の許可を申請し

ようとする前に、事業計画の周知を図るため、規則で定めるところにより、当該事業計画に係る事業

区域の外部から見やすいように標識を設置した後、地域住民等に対して当該事業計画の説明を行わな

ければならない。 

２ 事業者は、前項の標識を設置したときは、規則で定めるところにより、当該標識を設置した日から

起算して７日以内に市長に報告しなければならない。 

 

（設備設置の許可） 

第９条 事業者は、市長の許可を受けないで太陽光発電設備を設置してはならない。 

  （令３条例１８・一部改正） 

２ 前項の許可を受けようとする事業者は、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出しなければ

ならない。 

（１）事業区域の所在及び面積 

（２）事業者の氏名及び住所(法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在

地) 

（３）太陽光発電設備の設置に着手する予定日及び設置が完了する予定日 
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（４）太陽光発電設備の設置完了時における土地の形状及び設置する位置 

（５）太陽光発電設備の設置に係る設計及び構造 

（６）太陽光発電設備の発電出力及び太陽電池の合計出力 

（７）排水施設その他土砂等の流出及び崩壊を防止する施設の計画 

（８）自然環境、景観及び生活環境の調和のための措置 

（９）前２号に掲げるもののほか、災害、事故等の発生防止のための措置 

（１０）事業の施行に必要な法令及び他の条例の許認可又は確認の取得状況 

（１１）太陽光発電設備の維持管理計画及び廃止後の措置 

（１２）前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

３ 事業者は、第１項の許可を受けようとするときは、規則で定めるところにより、前条第１項の規定

による地域住民等への説明に係る報告書を市長に提出しなければならない。 

 

（許可の基準等） 

第１０条 市長は、前条第２項の申請があった場合において、次の各号のいずれにも適合していると認

められるときは、太陽光発電設備の設置を許可するものとする。 

（１）周辺地域における自然環境との調和が図られており、規則で定める基準に適合していること。 

（２）周辺地域の景観との調和が図られており、規則で定める基準に適合していること。 

（３）周辺地域において生活環境との調和が図られており、土砂崩れ、溢水等を発生させるおそれがな

いこととして規則で定める基準に適合していること。 

（４）再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23年法律第 108号。以下「法」

という。）第９条第４項に規定する認定を取得していること。ただし、同法に規定する認定を取得

していない場合は、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第２条第１項第９号に規定する一般送

配電事業者又は同項第１３条に規定する特定送配電事業者との電力受給契約を締結していること

その他事業の実施が確実なものであること。 

  （令３条例１８・全部改正） 

（５）事業の施行に必要な法令及び他の条例の許認可又は確認を取得していること。 

（６）太陽電池モジュールの最上部までの高さが地盤面から２メートル以下で、周囲の景観から突出し

ていないこと。ただし、農地において営農を継続しながら上部空間に太陽光発電設備を設置するも

ので、山梨県知事の許可を得たものについては、この限りでない。 

  （令和５条例１２・一部改正） 

（７）太陽電池モジュールと隣地境界までは、１メートル以上の距離を確保していること。ただし、太

陽電池モジュールの最上部までの高さが１メートルを超える場合は、太陽電池モジュールの最上部

までの高さと同等の距離を確保していること。 

（８）事業区域又はその周辺の事故その他緊急を要する事態に対応できるよう第８条第１項の規定及び

関係法令の基準に適合した標識が設置されていること。 

（９）建築物のある敷地に隣接したパワーコンディショナーは、騒音及び低周波音を軽減するための措

置が講じられていること。 

２ 市長は、前条第１項の規定による許可の申請をした者又は当該許可の申請に係る工事施工者(以下

この項において「申請者等」という。)が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の許可をしな

いことができる。 
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（１）事業計画を実施するために必要な資力及び信用があると認められないとき。 

（２）成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないものであるとき。 

（３）禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を

経過しないとき。 

（４）森林法(昭和 26年法律第 249号)、農地法(昭和 27年法律第 229号)、宅地造成及び特定盛土等規

制法(昭和 36年法律第 191 号)、都市計画法(昭和 43 年法律第 100号)、景観法(平成 16年法律第 110

号)その他生活環境の保全を目的とする法令及び条例の規定に違反して刑に処せられ、その執行を

終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しないとき。 

  （令５条例１２・一部改正） 

（５）第１５条の規定により許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しないとき。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第２条第６号に規定す

る暴力団員(以下この項において「暴力団員」という。)又は暴力団員でなくなった日から５年を経

過しない者(以下この項において「暴力団員等」という。)であるとき。 

（７）営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が第１号から前号まで

のいずれかに該当するとき。 

（８）申請者等が法人である場合において、その役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する役員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認

められる者を含む。以下この号において「役員」という。)又は前条第２項の申請の日前５年以内

に当該法人の役員であった者が第１号から第６号までのいずれかに該当するとき。 

（９）暴力団員等がその事業活動を支配するとき。 

３ 市長は、前条第１項の規定による許可には、自然環境又は災害若しくは生活環境への被害等の発生

の防止のために必要な条件を付すことができる。 

 

（変更の許可） 

第１１条 第９条第１項の許可を受けた者(以下「許可事業者」という。)が同条第２項に掲げる事項を

変更しようとするときは、市長の許可(以下「変更許可」という。)を受けなければならない。 

２ 前項の許可については、前条の規定を準用する。 

 

（許可標識の掲示） 

第１２条 許可事業者は、設置許可に係る事業を行っている間、その外部から見やすいように、第９条

第１項の許可を受けたことその他規則で定める事項を記載した標識を掲げなければならない。 

２ 前項の規定は、変更許可を受けた者(以下「変更許可事業者」という。)について準用する。 

 

（完了の届出等） 

第１３条 許可事業者又は変更許可事業者(以下「許可事業者等」という。)は、当該許可に係る太陽光

発電設備の設置が完了したときは、完了した日から起算して１０日以内に、市長に完了届を提出しな

ければならない。当該許可に係る太陽光発電設備の設置を取りやめたときも同様とする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、第９条第１項又は第１１条第１項の許可内容との

適合性について検査し、その許可の内容と適合していると認められるときは、その旨を許可事業者等
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に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の検査の結果、許可内容に適合していないことが認められるときは、当該許可事業者

等に対し、期限を定めて必要な措置をとることを命ずることができる。 

４ 許可事業者等は、第２項の通知を受けた後でなければ、発電事業を開始してはならない。 

５ 許可事業者等は、第１項に規定する太陽光発電設備の設置を取りやめたことを届け出たときは、そ

の許可の効力を失う。 

 

（維持管理） 

第１４条 許可事業者等及びこの条例の施行前に設置した太陽光発電設備により発電事業を行ってい

る者は、規則で定める太陽光発電設備維持管理基準を遵守し、当該太陽光発電設備を適正に管理しな

ければならない。 

 

（許可の取消し） 

第１５条 市長は、許可事業者等が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消すことが

できる。 

（１）不正な手段により、第９条第１項の規定による許可又は第１１条第１項の規定による変更許可を

受けたとき。 

（２）第１０条第３項(第１１条第２項において準用する場合を含む。)の規定による条件に違反したと

き。 

（３）第１１条第１項の規定に違反して、同項に規定する変更許可を受けずに事業を行ったとき。 

（４）第１２条第１項に規定する標識を掲示していないとき。 

（５）第１３条第３項の規定による命令に違反したとき。 

（６）第１３条第４項の規定に違反したとき。 

（７）第２０条の規定による命令に違反したとき。 

（８）第２１条の規定による地位の承継の届出を行わなかったとき。 

 

（報告の徴収） 

第１６条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者その他の関係者に対し、報告又は資

料の提出を求めることができる。 

 

（指導及び立入調査） 

第１７条 市長は、太陽光発電設備の設置に関して必要があると認めるときは、事業内容を調査し、事

業者に対して必要な指導を行うことができる。この場合において、必要が生じたときは、国及び山梨

県その他の太陽光発電設備の設置に関係する行政機関(以下「国の行政機関等」という。)と連携を図

るものとする。 

２ 市長は、前項の指導に必要な限度において、当該職員に、事業区域に立ち入らせて必要な検査若し

くは指導をさせ、又は関係者に質問させることができる。 

３ 前項の規定による立入調査をする職員は、規則で定める身分証明書を携帯し、関係人の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

４ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 
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（情報提供） 

第１８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その旨を国の行政機関等に対して情報提供

することができる。 

（１）事業者が第９条第１項に規定する許可を受けずに太陽光発電設備を設置したとき。 

（２）法第９条第３項の規定による再生可能エネルギー発電事業計画の認定を受けている太陽光発電設

備が、同項第１号から第３号までに掲げる事項に適合していないと認められるとき。 

（３）前条第１項の規定による指導を行ったとき。 

  （令５条例１２・一部改正） 

（４）次条の規定による勧告を行ったとき。 

（５）第２０条の規定による命令を行ったとき。 

 

（勧告） 

第１９条 市長は、第１７条第１項の規定により指導を行った事業者が正当な理由なく当該指導に従わ

ないときは、当該事業者に対して当該指導に従うよう勧告することができる。 

  （令３条例１８・追加） 

２ 市長は、太陽光発電設備の設置に関して規則で定める基準を満たさないと認めるときは、この条例

の目的を達成するために必要な限度において必要な措置をとるよう勧告することができる。 

  （令３条例１８・一部改正） 

 

（命令） 

第２０条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとら

なかった場合において、その者に対し、相当の猶予期間を付けて、その勧告に係る措置をとることを

命ずることができる。 

 

（地位の承継） 

第２１条 許可事業者等から相続、売買、合併又は分割によりその地位を承継した者は、承継の日から

３０日以内に、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

 

（既存設備への適用） 

第２２条 この条例の施行前に設置した太陽光発電設備により発電事業を行っている者は、合理的な期

間内に、当該設備を第１０条第１項の許可基準に適合するよう努めるものとする。 

 

（設備廃止後の措置） 

第２３条 許可事業者等及びこの条例の施行前に設置した太陽光発電設備により発電事業を行ってい

る者は、太陽光発電設備を廃止したときは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45年法律第 137

号)、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成 12年法律第 104号)その他の関係法令に基

づき、速やかに撤去し、適正な処分を行わなければならない。 

２ 前項の廃止をしたときは、廃止した日から起算して３０日以内に、市長に廃止届を提出しなければ
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ならない。 

 

 

（公表） 

第２４条 市長は、第２０条の規定による命令を受けた者がその命令に違反したと認めるときは、その

者の氏名及びその内容(次項において「氏名等」という。)を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定により氏名等を公表しようとするときは、あらかじめ、その者の意見を聴く機

会を設ける等必要な措置を講じなければならない。 

 

（委任） 

第２５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

（罰則） 

第２６条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の罰金に処する。 

（１）第９条第１項の規定に違反した者又は第１１条第１項の規定に違反して第９条第２項各号に掲げ

る事項を変更した者 

（２）第１７条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

（３）第２０条に規定する命令に違反した者 

 

（両罰規定） 

第２７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、その法人又は人の業

務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同条の

罰金刑を科する。 

 

（山梨県条例との調整） 

第２８条 事業者は、第９条第１項の規定にかかわらず、事業を実施する事業区域が、山梨県太陽光発

電施設の適正な設置と維持管理に関する条例（令和 3 年山梨県条例第 27号。以下「県条例」という。）

第７条各号の設置規制区域に該当し、同条ただし書の規定により、あらかじめ山梨県知事の許可を受

ける場合は、同項の許可を要しない。この場合において、太陽光発電設備は、第１０条第１項各号に

掲げる基準に適合するものでなければならない。 

  （令３条例１８・追加） 

２ 第７条、第８条、第１３条第１項及び第１４条の規定は、県条例第８条に基づき太陽光発電施設を

設置しようとする者又は県条例第１２条第１項に基づき県条例第８条各号に掲げる事項を変更しよ

うとする設置許可を受けた者に準用する。この場合において、第７条第２項中「第９条第１項の規定

による許可又は第１１条第１項の規定による変更の許可」とあるのは「県条例第８条の規定による設

置許可又は第１２条第１項の規定による変更の許可」と、第８条第１項中「次条第１項の規定による

許可又は第１１条第１項の規定による設置許可又は県条例第１２条第１項の規定による変更の許可」

と、第１３条第１項中「許可事業者又は変更許可事業者（以下「許可事業者等」という。）とあるの

は「県条例第１１条第１項の規定により設置許可を受けた者又は県条例第１２条第１項の規定により

変更の許可を受けた者」と、第１４条中「許可事業者等」とあるのは「県条例第１１条第１項の規定
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により設置許可を受けた者又は県条例第１２条第１項の規定により変更の許可を受けた者」と読み替

えるものとする。 

  （令３条例１８・追加） 

３ 前項の規定により第１３条第１項の規定を準用する場合においては、完了の届出があったときは、

第１０条第１項各号に掲げる基準との適合性について検査し、当該基準に適合していると認められる

ときは、その旨を県条例第１１条第１項の規定により設置許可を受けた者又は県条例第１２条第１項

の規定により変更の許可を受けた者に通知するものとする。 

  （令３条例１８・追加） 

４ 県条例第１１条第１項の規定により設置許可を受けた者又は県条例第１２条第１項の規定により

変更の許可を受けた者は、前項の通知を受けた後でなければ、発電事業を開始してはならない。 

  （令３条例１８・追加） 

５ 県条例第１１条第１項の規定により設置許可を受けた者又は県条例第１２条第１項の規定により

変更の許可を受けた者については、第１９条、第２０条及び第２４条の規定は適用しない。 

  （令３条例１８・追加） 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、第７条、第８条及び次項の規定は、公布

の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第９条第１項の規定による太陽光発電設備設置の許可に必要な準備行為は、この条例の施行の日前

においても、行うことができる。 

（経過措置） 

３ 第９条の規定は、この条例の施行の日以後に設置する太陽光発電設備について適用する。 

附 則（令和３年９月２７日条例第１８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１０月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和４年４月１日から

施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前にされた第１条の規定による改正前の北杜市太陽光発電設備設置と自然環境の

調和に関する条例（以下「旧条例」という。）第９条第１項又は第１１条第１項の規定によりされた

許可は、なおその効力を有する。 

３ この条例の施行前にされた旧条例第９条第１項又は第１１条第１項の申請であって、この条例の施

行の際、許可をするかどうかの処分がされていないものについての許可又は不許可の処分については、

なお従前の例による。 

４ 第１項本文に規定するこの条例の施行の日の前日までに、旧条例の規定によりなされた前２項を除

く処分、手続その他の行為は、それぞれ改正後の北杜市太陽光発電設備設置と自然環境の調和に関す

る条例の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

  附 則（令和５年３月２０日条例第１２号） 

（施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１０条第２項第４号の規定は、令和５年５月２６

日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、改正前の北杜市太陽光発電設備設置と自然環境の調和に関する

条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれ改正後の北杜市太陽光発電設備設置

と自然環境の調和に関する条例の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 


